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厚生労働行政におけるマイナンバー制度の利活用について

資料５



厚生労働行政におけるマイナンバー制度の利活用について

○ マイナンバー制度は行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平・公正な社会を実現する基盤。
○ 厚生労働行政においては、これまでマイナンバーを利用した行政機関間の情報連携の推進、オンライン

資格確認（マイナンバーカードの保険証利用）などに取り組んでいる。

１

平成25年５月 番号法の制定

平成28年１月 マイナンバーの利用の開始
マイナンバーカードの交付の開始

（個人の申請により市町村が交付）

平成29年11月 マイナンバーを活用した
情報連携の本格運用開始

令和元年７～10月 年金関係手続の情報連携の
本格運用開始

令和３年10月 オンライン資格確認等システム
の本格運用開始

など

これまでの主な経緯 マイナンバーの利用分野
個人番号の利用分野

社
会
保
障
分
野

年金分野
年金の資格取得･確認、給付を受ける際
○国民年金法、厚生年金保険法による年金給付の支給事務
○国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法、私立学校教職員共済法によ
る年金給付の支給事務 等

労働分野

雇用保険等の資格取得・確認、給付を受ける際、ハローワーク等の事
務等
○雇用保険法による失業等給付の支給、雇用安定事業、能力開発事業の実施事務
○労働者災害補償保険法による保険給付の支給、社会復帰促進等事業の実施事務
等

福祉・医
療・

その他分野

医療保険等の保険料徴収等の医療保険者における手続、福祉分野の給
付、生活保護の実施等、低所得者対策の事務等
○児童扶養手当法による児童扶養手当の支給事務
○母子及び寡婦福祉法による資金の貸付け、母子家庭自立支援給付金の支給事務
○障害者総合支援法による自立支援給付の支給事務
○生活保護法による保護の決定、実施事務
○介護保険法による保険給付の支給、保険料の徴収事務
○健康保険法、国民健康保険法、高齢者医療確保法による保険給付の支給、保険
料の徴収事務
○独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸与事務
○公営住宅法による公営住宅、改良住宅の管理事務
等

税分野 国民が税務当局に提出する確定申告書、届出書等に記載、当局の内部
事務等

災害対策分野 被災者生活再建支援金の支給に関する事務等



マイナンバーによる情報連携の取組み

○ マイナンバーを利用してオンラインによる行政機関間の情報のやり取り（情報連携）を行うことで、
行政手続等を行う場合に住民票の写しや課税証明書などの添付書類の省略が可能。

○ 令和４年６月時点でマイナンバーによる情報連携可能である行政手続は政府全体で2835手続、
うち厚生労働省関係は1883手続（約７割）。

２

○情報連携の対象事務手続数の推移【厚生労働省所管分】 ○情報連携の本格運用対象機関（令和４年４月１日時点）

⇒

≪データ標準レイアウト改版≫

⇒

Ｒ３年10月８日～

⇒

≪データ標準レイアウト改版≫

⇒

年金関係手続
等（455）

試行運用手続(41)

本格運用手続
（708）

※内訳
福祉関係手続 ５76
保険関係手続 72
保健関係手続 52
雇用関係手続 8

試行運用手続(343)

本格運用手続
（1137）

※内訳
福祉関係手続 674
年金関係手続 228
保険関係手続 152
保健関係手続 62
雇用関係手続 21

試行運用手続(15)

本格運用手続
（1598）

※内訳
福祉関係手続 712
年金関係手続 593
保険関係手続 181
保健関係手続 93
雇用関係手続 19

その他(239)

試行運用手続
(34)

本格運用手続
（1610）

※内訳
福祉関係手続 711
年金関係手続 608
保険関係手続 181
保健関係手続 93
雇用関係手続 17

現行法に基づく
情報連携
（1883）

※内訳
福祉関係手続 791
年金関係手続 738
保険関係手続 214
保健関係手続 113
雇用関係手続 27

（計 1204）
H29年11月本格運用

（参考）政府全体
計 1872

（計 1516）
Ｒ１年７月１日～

≪データ標準レイアウト改版≫

計 2230 計 2337

（計 1613） （計 1883）
Ｒ4年6月20日～

計 2835 計 2835

（計 1883）
現行法に基づく
情報連携の完成～

その他(36)

区分 機関名 機関数 機関コード保有
機関数

地方公共
団体

都道府県 47 47
教育委員会（都道府県） 47 47
市区町村 1,741 1,741
教育委員会（市区町村） 1,737 1,737
一部事務組合・広域連合 38 38

国機関
・その他機

関

厚生労働省職業安定局（ハローワーク） 1 1
厚生労働省労働基準局 1 1
日本年金機構 1 1

社会保険診
療報酬支払

基金
(医療保険

者等）

全国健康保険協会（協会けんぽ） 1

1

健康保険組合 1,388
国民健康保険組合 161
後期高齢者医療広域連合 47

地方公務員共済組合（短期） 64

国家公務員共済組合（短期） 20
日本私立学校振興・共済事業団
（短期） 1

国家公務員共済組合連合会（長期） 1 1
地方公務員共済組合（長期） 6 6
日本私立学校振興・共済事業団（長期） 1 1
地方公務員災害補償基金 67 1
日本鉄道共済組合 1 1
文部科学省（初等中等教育局） 1 1
日本学生支援機構 1 1
農業者年金基金 １ １
都道府県センター 1 1

合計 5,375 3,628



オンライン資格確認（マイナンバーカードの保険証利用）の概要

① 医療機関・薬局の窓口で、患者の方の直近の資格情報等（加入している医療保険や自己負担限度額等）が
確認できるようになり、期限切れの保険証による受診で発生する過誤請求や手入力による手間等による事務コストが
削減。

② マイナンバーカードを用いた本人確認を行うことにより、医療機関や薬局において特定健診等の情報や薬剤情報を
閲覧できるようになり、より良い医療を受けられる環境に。（マイナポータルでの閲覧も可能）

支払基金
・国保中央会

オンライン資格確認等
システム

情報登録

患者の資格情報等
を照会

※ 政府が提供している、オンラインで
自分の情報が見られる等の機能を
有する自分専用のサイト

マイナポータル

医療保険者等 ※マイナンバーは用いず、マイナンバーカード
のICチップ内の電子証明書を用いる

※ＩＣチップに資格情報や健康情報を保存
するわけではない

※健康保険証（処方箋）でも資格確認
が可能

※特定健診等の閲覧は、マイナンバー
カードが必要

３

顔認証付き
カードリーダー

資格情報
特定健診等情報

薬剤情報 等



マイナンバー制度のさらなる活用：国家資格等のデジタル化

○ デジタル改革関連法（令和３年５月19日公布）による番号法、住民基本台帳法等の改正により、令和６年度
より社会保障等に係る32資格（うち社会保障関係は31資格）の資格情報について、デジタル庁が構築する国家資
格等情報連携・活用システムへの格納を通じてマイナンバー制度を活用したデジタル化を進め、資格取得・更新等の
手続時の添付書類の省略を目指す。
※ 社会保障等の32資格：医師、歯科医師、薬剤師、看護師、准看護師、保健師、助産師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、義肢装具士、言語聴覚士、

臨床検査技師、臨床工学技士、診療放射線技師、歯科衛生士、歯科技工士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、
救急救命士、介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士、公認心理師、管理栄養士、栄養士、保育士、介護支援専門員、社会保険
労務士、税理士

○ さらに、上記以外の国家資格等に係る手続についても、マイナンバー制度を活用したデジタル化を進め、資格取得・
更新等の手続時の添付書類の省略を目指す。（令和３年度、令和４年度に資格の現状等に係る調査を実施。）

４

○国家資格等情報連携・活用システムの基本イメージ（案）



参考資料

５



マイナンバー制度の情報連携に伴い省略可能な主な書類の例【年金関係手続】

申請項目 申請先 省略可能な書類の例

国民年金保険料の免除・納付猶予の申請
（国民年金法）

日本年金機構

住民票

課税証明書

国民年金保険料の学生納付特例の申請
（国民年金法）

日本年金機構 課税証明書

各種年金の裁定請求
（厚生年金保険法、国民年金法等）

日本年金機構

住民票

課税証明書

年金受給者の各種届出の審査（年金額改定請
求書、加算額開始事由該当届、支給停止事由
消滅届）
（厚生年金保険法、国民年金法等）

日本年金機構

住民票

課税証明書

障害基礎年金（20歳前の傷病によるもの）受給
者の所得確認
（国民年金法）

日本年金機構 所得状況届

申請項目 申請先 省略可能な書類の例

児童扶養手当の申請
（児童扶養手当法）

都道府県・市町村

年金額改定通知書

年金証書

障害者・児に対する医療費助成の申請
（障害者総合支援法）

都道府県・市町村

年金額改定通知書

年金振込通知書

生活保護の申請
（生活保護法）

保護の実施機関
（都道府県・市等）

年金額改定通知書

年金振込通知書

精神障害者保健福祉手帳の交付申請
（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律）

都道府県・
政令指定都市

年金証書

年金振込通知書

（注） 個別の事務手続の際には、各地方公共団体・行政機関のパンフレット、ホームページ等を必ずご確認ください。

６



申請項目 申請先 省略可能な書類の例

保育園や幼稚園等の利用に当たっての認定
の申請（子ども・子育て支援法）

市町村

生活保護受給証明書

児童扶養手当証書

特別児童扶養手当証書

課税証明書

障害者手帳

児童手当の申請
（児童手当法）

市町村
課税証明書

住民票

奨学金の申請
（独立行政法人日本学生支援機構法）

日本学生支援機構

生活保護受給証明書

雇用保険受給資格者証

障害者手帳

課税証明書

特別支援教育就学奨励費の申請
（特別支援学校への就学奨励に関する法律）

都道府県教育委員会

住民票

課税証明書

生活保護受給者証明書

児童扶養手当の申請
（児童扶養手当法）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

特別児童扶養手当証書

障害者手帳

生活保護の申請
（生活保護法）

保護の実施機関（都
道府県・市等）

課税証明書

雇用保険受給資格者証

児童扶養手当証書

特別児童扶養手当証書

マイナンバー制度の情報連携に伴い省略可能な主な書類の例【年金関係手続以外】

申請項目 申請先 省略可能な書類の例

特別児童扶養手当の支給の申請
（特別児童扶養手当等の支給に関する法律）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

障害福祉サービスの申請
（障害者総合支援法）

市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

障害者手帳

障害者・児に対する医療費助成の申請
（障害者総合支援法）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

特別児童扶養手当証書

障害者手帳

介護休業給付金の支給の申請
（雇用保険法）

ハローワーク 住民票

保険料の減免申請
（介護保険法）

市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

出産育児一時金の申請
（健康保険法）

健康保険組合等 住民票

公営住宅の入居の申請
（公営住宅法）

都道府県・市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

障害者手帳

（注） 個別の事務手続の際には、各地方公共団体・行政機関のパンフレット、ホームページ等を必ずご確認ください。 ７
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